Vertically Concerted RPM and the Regulation by 大槻 文俊
縦の協調関係にある再販とその規制



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１０ Robert L. Steiner, The Nature of Vertical Restraints, 30 ANTITRUST BULL. 143, 164
(1985).(quoting, Ward S. Bowman, Jr., Resale Price Maintenance―A Monopoly Problem ,
25 JOURNAL OF BUSINESS141, 151(1952).)
１１ Id . at 151.
１２ Id . at 165.
１３ Id . at 152.（intertype competitionの用語は Joseph Palamauntainによる。）
１４ Id . at 152―54.
１５ Id . at 172.
１６ Id . at 160―61.
１７ Robert L. Steiner, How Manufacturers Deal with the Price―Cutting Retailer : When
Are Vertical Restraints Efficient ? 65 ANTITRUST L. J. 407, 407(1997).
１８ Steiner, supra note 10, at 174―78.







という形で公表された（Gregory T. Gundlach & Alnert A. Foer, Combining Horizonal
and Vertical Analysis in Antitrust : The American Antitrust Institute’s Roundtable on the
Implications of the Work of Robert L. Steiner , 49 ANTITRUST BULL. 821, 823, 826(2004).)。
２１ Steiner, supra note１0, at 143. Robert L. Steiner, RPM, Distribution Restraints, and the
Growth of Discounting : The Importance Vertical Competition , 15 ANTITRUST L. & ECO.
REV. 73, 74, 75(1984).
２２ 厚谷襄児『独占禁止法論集』１４１―１５０頁（有斐閣，１９９９）では，審決の中で，再販
売価格の拘束を行う事業者が，流通業者を集め会合を開き，再販の趣旨説明等を行
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っている事例について検討し，違反事業者が一方的に価格遵守を押し付けるのでは
なく，流通業者の協力を取り付ける必要があったものと推定している。
２３ 松下製品の販売高は，広域量販店２５％，地域量販店１５％，系列小売店６０％である。
２４ 楢崎憲安「不公正な取引方法における拘束性のとらえ方について――家電製品の
価格表示の制限事件の解説」公取５１１号６０頁（１９９３）〔６０頁〕。土田和博「垂直的価格
制限と日米の独禁法」経済法学会年報３７号９１頁（１９９４）〔１０１頁〕，及び本田直志「価
格表示制限の公正競争阻害性と取引の拘束」平成５年度重要判例解説（ジュリ１０４６
号）２５３頁（１９９４）〔２５４頁〕および村上政博『独占禁止法（第２版）』２０４頁（弘文堂，２０００）
も同様の理解を示す。
２５ 参考価格は，希望小売価格とは別に，松下電器が，製品毎に，実勢小売価格を想
定して定めた価格で，希望小売価格の１０％引き程度のものであった。
２６ 楢崎・前掲注（２４）６３―６４頁。
２７ 菅原辰男「ジェイフォン株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６３７号
１００頁（２００３）〔１０４頁〕。
２８ 審決では，「ジェイフォンは（中略）手数料を縮減して自社の営業費用の低減を図
る」に伴い，「小売価格の水準を引き上げて取引先代理店の利益を確保するとの方針
を定め」たとある。
２９ 日立家電は，日立製作所及びその関連会社が製造した家電製品を，一手に販売す
る卸売業者である。量販店に一定水準以下での価格表示をしないようにさせていた
（一般指定１３項該当）。日立家電は，商談のときなどに，カラーテレビやエアコンな
ど５品目について，広告などにおいて，同社が定めた市場想定価格と称する価格以
下での表示をしないよう，量販店に要請し，量販店は，「市場想定価格での価格表示
が定着すれば，実勢小売価格の安定が図られ，自己の利益に資するところから，お
おむね，同要請を受け入れる状況にあった」。更に，個別の是正措置もとられている。
同日に更に家電卸売業者による価格表示の拘束に関する２件の勧告審決がなされ
ている。東芝東日本ライフエレクトロニクス事件（審決集３９巻２５１頁）とソニーネッ
トワーク販売事件（審決集３９巻３４６頁）である。しかし，これらの事件では，小売業
者による要請受入の事実は認定されていない。
３０ この事件では，資生堂は，指定再販制度が適用されない生協に対して，指定再販
商品の小売価格を維持するようにさせている。資生堂自身は，生協と再販契約を締
結できないので，販売会社を通して，生協の役員などの個人や関連法人を名義人と
して，実質的に生協と再販契約を締結していた。
３１ 石本将之ほか「ハーゲンダッツジャパン株式会社の独占禁止法違反事件」公取５６２
号７４頁（１９９７）。
３２ 石本・前掲７７頁。
３３ 石本・前掲７６頁。
３４ 日本移動通信（以下，IDO）は，携帯電話の電気通信役務を提供すると共に，自社
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の商標を付した携帯電話を販売している。IDOは，家電製造業者等から新方式の携
帯電話 cdmaOneの供給を受け，大半を統括代理店を通して消費者へ，または更に取
次店を通して消費者に販売される。本件は，消費者への販売価格を拘束したもので
ある（一般指定１２項１号及び２号該当）。
この事件でも，IDOが，販売業者の協力を得るために再販を用いたことが分かる。
背景事情の一つとして，従来，統括代理店に販売奨励金を支払っていたが，これが
利益の減少を招き，経営を大きく圧迫していたので，平成１１年４月から販売の
cdmaOneについては，販売奨励金の支出を抑制し，販売費用の軽減を図ろうとした
ことがある（杉浦正昭ほか「日本移動通信株式会社による独占禁止法違反事件につ
いて」公取５９４号６８頁（２０００）〔６９―７０頁〕）。ここから，IDOは，販売奨励金を削減す
る埋め合わせとして再販によって小売粗利益を確保させようとしたことが読みとれ
る。更に同社は，指示価格を守って販売した販売店に「特別インセンティブ」と称
する販売奨励金を新たに導入した（杉浦ほか・前掲７２頁）。これは，IDOが一方的に
再販を強制することが難しいことを示している。
３５ 斉藤修ほか「スキューバプロ・アジア株式会社による独占禁止法違反事件につい
て」公取６２８号９６頁（２００３）〔１００頁〕。
３６ 斉藤ほか・前掲。
３７ 伴伸宏ほか「松下電器産業株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６１２
号７０頁（２００１）〔７１頁〕。
３８ 平成３年４月２５日勧告審決，審決集３８巻６０頁。
３９ 菅原・前掲注（２７）１０３頁。
４０ 神田高年「（株）千年堂の再販売価格拘束事件」公正取引４４６号６０頁（１９８７）。
４１ 神田・前掲６１頁。
この事件では，千年堂が，一次卸売業者に対して基本方針を示し，その遵守を求
めている。当該基本方針には，一次卸売業者の販売価格の拘束のほか，一次卸
売業者に二次卸業者や小売業者の販売価格を拘束させること，広告における価格
表示の拘束，および一次卸売業者に対するせんねん灸の類似品取り扱い禁止が含
まれていた。（神田・前掲）
本件が警告に留まった理由は，「千年堂が一次卸売業者に要請していた基本方
針をすでに破棄しているとともに，一次卸売業者にその旨を速やかに通知していた
こと」，および「競合品の取り扱いの禁止については，一次卸売業者が競合品を取
り扱っており，実効性が伴っていなかったこと」にあるようである（神田・前掲６３
頁）。
４２ 東北セルラーは，セルラーブランドの携帯電話を代理店に販売し，代理店は直接
又は取扱店を通して，消費者に販売している。東北セルラーは，代理店や取扱店の
広告などにおける価格表示を，同社が指定した価格で表示させるようにしていた（一
般指定１３項該当）。本件も，小売業者の利益確保を目的としていることが分かる。携
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帯電話は，通話料の値下げや性能の向上などにより，加入者が大幅に増加したが，
他方で，家電量販店を中心にセルラーブランド電話機の安売りが行われるようにな
った。これに伴い，東北セルラーは，一般代理店から，利益が減少したなどの苦情
を受け，安売りへの対応策をとるよう要請を受けるようになった。これに対処して
なされたのが，本件の価格表示の拘束である（横田裕昭「東北セルラー電話株式会
社による独占禁止法違反事件について」公取５６７号７５頁（１９９８））。
４３ 日本水産（以下，日水）は，魚肉ハム・ソーセージを製造販売していたところ，
尾道乾物が，岡山県大量仕入機構協同組合（岡山県下の食料品，衣料品などの小売
店約２６７０名が加盟。以下，大量仕入組合。）に，日水が製造する魚肉ハム・ソーセー
ジを，日水の指示する標準卸売価格を相当下回る価格で納入し，組合は標準卸売価
格を相当下回る価格で，組合員小売業者に販売した。その結果，日水製品の他の卸
売業者が，岡山県下の小売業者から値引きを要求された。これに対して，岡山県下
の日水製品の卸売業者が，日水に善処を要請したのもである。
これを受けて日水は，岡山県とその隣接する県の日水製品卸売業者に対して，大
量仕入組合には日水製品を納入しないよう指示を出し，違反者には出荷規制を行う
と告げ，製品の外箱に番号を付け，商品の流通経路を追跡できるようにした。これ
により，尾道乾物は，大量納入組合への納入を停止した（旧一般指定８号該当）。大
量仕入組合への出荷を止めさせたのは，日水の指示した標準卸売価格よりも安い価
格で販売したためであるから，実質的には再販である（参照，河村穣「日本水産に
対する勧告事件」公取１７１号３３頁（１９６４）〔３５頁〕）。
この事例では，卸売業者の異業種間競争が見られる。日水は，大量仕入組合より
も相対的に効率性の低い卸売業者の利益を確保するために，拘束条件を付けた取引
を行ったのである。卸売業者の要請に応えたのは，大量仕入組合の日水製品取扱量
よりも，他の卸売業者の取扱量のほうが多いためであると推測される。
４４ 兼松は，ニチボーが製造する毛糸（以下，ニチボー毛糸）を一手に販売している。
昭和３４年頃，国鉄共済組合四国支部（以下，国鉄物資部）がニチボー毛糸を廉価で
供給していることについて，四国地区内にある手編毛糸販売業者から，兼松に対し
て，対策の要望があった。そこで，兼松は，四国地区内のニチボー毛糸卸売業者全
員に対し，国鉄物資部その他の職域団体，生活協同組合等へのニチボー毛糸の納入
を行わないこと，及び取引先の手編毛糸販売業者にそのような団体に納入をさせな
いことを指示した。その結果，卸売業者である大阪大同毛糸は，国鉄物資部にニチ
ボー毛糸を納入しようとした木口商会との取引を停止した（旧一般指定８号該当）。
廉売を防ぐために，廉売業者への製品供給を止める行為であるから，実質的には再
販である。
この事件でも，価格維持を要求しているのは，流通の下流にいる販売業者である。
兼松は，ニチボー毛糸を販売するためには，販売業者にある程度の利益を保証して，
販売業者の協力を得る必要があったのであろう。
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この事例では，異業種間競争もあると思われる。職域団体や生協等と販売業者の
間の競争である。職域団体等が毛糸を安く販売できるのは，販売業者と販売に係る
費用の構造が異なるためである。
４５ 本件の検討は，担当官解説（渡辺健一ほか「日本電気（株）の再販売価格拘束事
件」公取４５４号９０頁（１９８８））に基づくものである。パソコンの在庫が増加したため，
安売店や通信販売業者により「大幅な値引き販売が各地で行われるようになった。」
このような状況に直面して，小売業者は，日本電気に対し，「パソコンは儲からない
のでその対策を講じてほしい」と要請するようになった。これを受けて，日本電気
は，メーカー仕切価格を引き下げ，小売業者の粗利益の増加を図るとともに，小売
価格の維持を小売店に要請したのである。
４６ 水平健一「サンデン株式会社による独占禁止法違反事件について」公取６１３号６６頁
（２００１）。
４７ 荒瀬寿彦「パンの再販売価格拘束事件」公取４１８号５２頁（１９８５）〔５４頁〕。（ヤマザ
キ製品は，毎日，小売業者の店舗に直接配送される。）
４８ 荒瀬・前掲。
４９ 価格維持への同意を条件に取引開始することは，主として大型量販店に対してな
されたもので，価格遵守の指示等は，主として中小規模の量販店に対してなされた
（荒瀬・前掲）。
５０ ウエルネットは，スウェーデン王国のファゲダーラ社から「TEMPUR」の商標を
付した枕を一手に輸入している豊田通商から一手に供給を受け，テンピュール安眠
枕として，小売業者に販売していた（卸売業者を通す経路もあり）。ウエルネットは，
小売業者にはテンピュール安眠枕を希望小売価格で販売するよう要請し，卸売業者
には，小売業者に同商品を希望小売価格で販売させるよう要請し，この要請を受け
入れた者とのみ取引を行った。廉売した小売業者には，自ら又は卸売業者を通じて，
価格遵守を要請した。また，価格維持要請に応じない一部の量販店に対しては，出
荷停止を行った（一般指定１２項１号および２号に該当）。
本件では，供給者であるウエルネットが，自発的に，一部の小売業者に十分な利
益を与えることを目的として，再販を行ったものと考えられる。ウエルネットは，
当初，テンピュール安眠枕を，百貨店などに卸していたが，徐々に一般消費者の間
に人気が高まってきたことなどから，取引先の拡大を図ることにした。しかし，ウ
エルネットは，この販路拡大により，廉売する小売業者が現れ，それまで希望小売
価格で販売していた百貨店などが，テンピュール安眠枕を取り扱わなくなることな
どを懸念した（担当官解説（吉原仁ほか「株式会社ウエルネットによる独占禁止法
違反事件について」公取５９５号５５頁（２０００）〔５６頁〕）によると，この他の再販の動機
として，介護ショップなどの取引先がテンピュール安眠枕以外の介護用品も取り
扱わなくなること，及びテンピュール安眠枕を高級品と位置づけているファンダ
ゲーラ社との取引に影響が出ることの二点に関する懸念が挙げられている）。
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５１ グリーングループは，「日田天領水」という商標を付したミネラルウォーターを販
売しいる。本件も，あらかじめ小売業者の利益確保を考慮して再販を行った事例で
あると思われる。グリーングループは，日田天領水を，発売当初，主に，直接消費
者に販売するほか，希望小売価格を下回ることの少ない小規模小売業者に販売して
いた。平成１４年以降，テレビ番組や雑誌などで取り上げられるようになり，人気が
急速に高まったことから，販売ルートの拡大を行った。その結果，希望小売価格を
下回る価格で販売する小売業者が現れるようになった。そのため，希望小売価格で
販売してきた小売業者の販売に影響が出ること等を懸念して，再販を行ったのであ
る（一般指定１２項１号及び２号該当）。
５２ 鈴木・前掲注（６）。注（９）も参照。
５３ 江上勲「関西における医薬品安売屋に関する独禁法違反被疑事件について」公取１０８
号１３頁（１９５９）。
５４ 担当官解説では「安売屋」（discount house）。
５５ 江上・前掲注（５３）１４頁。
５６ 江上・前掲。
５７ 江上・前掲。
５８ 江上・前掲。
５９ 江上・前掲１５頁。
６０ 江上・前掲。
６１ 被審人東京化粧品卸商協同組合（以下，卸協組）は，東京都における従業員２０人
以下の化粧品の有力卸売業者を組合員とするもので，中小企業等協同組合法に基づ
いて設立された団体であった。卸協組は，化粧品の製造販売又は販売を行う被審人
である事業者６社（以下，６社）及びその他の有力製造業者と協議して，製造業者
側の指示する卸売価格を組合員に守らせることについて，製造業者の協力を求めた。
大体の製造業者が賛同したので，卸協組は６社と個別に交渉し，卸協組は組合員
に６社の製品をその指示する価格で販売させる，及び協定に違反した組合員名を
契約の相手方（６社のいずれか）に通知するという内容の協定を結んだ。６社は，
この協定に基づき，違反者に対しては出荷制限又は出荷停止を行う旨を通告し，価
格維持を図っている（旧４条違反）。
６２ 修理用自動車硝子は，製造業者から指定特約店が購入し，これが修理用自動車硝
子販売業者（以下，販売業者）に販売し，ここから自動車部品店や自動車修理工場
に販売されていた。本件では，販売業者を会員とする東京都自動車硝子部会が主導
して，指定特約店及び製造業者との間に三者による価格協定がなされた。協定では，
次のような取り決めがなされた。製造業者は，指定特約店に対する販売価格を決
定する。指定特約店は，部会員に対する販売価格を東京部会と協議のうえ決定す
る。製造業者は，指定特約店以外の者には販売しない。指定特約店は，部会員
以外の者には販売しない。この協定に基づき，製造業者は，強化フロントガラスの
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指定特約店に対する販売価格を決定し，指定特約店は，部会員に対する販売価格を
決定した（製造業者と指定特約店は不当な取引制限，東京部会の行為は旧一般指定
１に該当）。これは，部会員の顧客が奪われ，販売価格が下落することを防ごうとし
たものである。
６３ スーパーマーケットが，五印（キッコーマン，ヤマサ，ヒゲタ，マルキン，ガシ
マル）の醤油を安売りしたので，小売業者の団体から大阪醤油卸協同組合（以下，
卸協祖）が，安売り防止策を講ずるよう要請された。卸協組は，組合員に，五印の
醤油を一定価格以下で販売する小売業者に対して，取引を中止することを決定し，
組合員に周知徹底させた（旧一般指定８号に該当する行為をさせ８条１項５号違反）。
本件の小売市場では，異業種間競争が行われていると思われる。審決には詳しい
事実認定はないので推測する以外ないが，本件の醤油小売業者というのは，個人経
営の小規模な小売業者であると思われる。これが，スーパーマーケットの安い価格
設定に対抗できず，卸売業者に助けを求めたということであろう。
６４ 最高裁昭和５０年７月１０日判決，民集２９巻６号８８８頁。
６５ 楢崎・前掲注（２４）６４頁。
６６ 公正取引委員会「流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針」第２部第１―２。
６７ 山田昭雄ほか『解説 流通・取引慣行に関する独占禁止法ガイドライン』１４４頁（商
事法務研究会，１９９１）。
６８ 長谷部元雄「資生堂の再販売価格維持事件について」公取５４４号６０頁（１９９６）〔６１
頁〕。
６９ 長谷部・前掲。
７０ 実方謙二『独占禁止法（第４版）』２７４頁（有斐閣，１９９８）は，資生堂事件は，暗
黙の合意による『拘束』の成立を認定した最初の事例とも評価できる」としている。
厚谷襄児『独占禁止法入門（第６版）』（日本経済新聞社，２００６）も，「『合意』によ
る拘束であると解され」るとしている。また，宮井雅明「暗黙の合意と利益供与に
よる拘束・生協への拘束〔資生堂事件〕」厚谷襄児ほか編『独占禁止法審決・判例百
選（第６版）』１６４頁（２００２）〔１６５頁〕は，資生堂事件の審決について，「相互拘束を
含むよう『拘束』概念を実質的に拡張したと評価しうるかもしれない」と述べてい
る。（再販の合意が暗黙のものでもよいことについては次の款を参照。）
７１ 東京高裁平成７年９月２５日判決，審決集４２巻３９３頁。
７２ 再販における相互拘束の内容については，土田和博「再販およびその補完行為規
制強化のための独禁法の解釈について」法経論集７４号１頁（１９９６）〔６頁〕を参照。
７３ ウエルネット事件がこの事例。要請を受け入れた卸売業者及び小売業者とのみ取
引を行った。（注（５０）を参照。）
７４ 参照，厚谷・前掲注（２２）。
７５ 土田・前掲注（４）および前掲注（７２）。
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※本稿は，平成１７―１９年度科学研究費補助金（基盤研究（C））の研究成
果の一部である。
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